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町税
129,318

繰越金 31,147 諸収入 21,280 その他 92,001

道支出金
85,648

町債
145,258

国庫支出金
153,828

地方消費税
交付金
31,165

その他交付金
16,388 歳入決算

108億7,385万円

自主財源（25.2％）

・寄附金   35,686
・繰入金   24,360
・使用料および手数料   21,224
・分担金および負担金   7,891
・財産収入 2,840

依存財源（74.8％） 地方交付税
381,352

・地方譲与税 10,959
・法人事業税交付金 2,141
・環境性能割交付金 854
・地方特例交付金 840
・ゴルフ場利用税交付金 834
・配当割交付金 327
・株式等譲渡所
　得割交付金 264

・交通安全対策
・特別交付金 124
・利子割交付金 45

・町民税 55,772
・固定資産税 54,251  
・町たばこ税 10,648    

・都市計画税 4,939
・軽自動車税 3,585     
・入湯税 123

　一般会計の歳入総額は 108 億 7,385 万 1,268 円、歳出総額は 105 億 4,750 万 7,473 円となり、差額
の 3 億 2,634 万 3,795 円を次年度に繰り越しました。なお、繰越額の中には、次年度に実施する事業
財源 20 万 7,000 円が含まれているため、実質収支は 3 億 2,613 万 6,795 円となりました。

◆
一
般
会
計
歳
出

　

歳
出
は
、
前
年
度
比
で
約
２
６
７
万
円
の
増
と
な

り
ま
し
た
。
増
減
が
大
き
い
費
目
と
し
て
は
、
衛
生

費
が
約
３
億
７
１
７
６
万
円
の
増
、
総
務
費
が
約
４

億
１
７
５
４
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
全
体
の
構
成
は
、
総
務
費
が
最
も
多
く
、
次

に
民
生
費
、
土
木
費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　令和 4 年度の一般会計・特別会計・企
業会計の決算が 9 月議会定例会議で、認
定されましたので、決算の内容と主な事
業成果の概要をお知らせします。

◆
一
般
会
計
歳
入

　

歳
入
は
、
町
債
や
道
支
出
金
の
増
な
ど
に
よ
り
、

前
年
度
比
で
約
１
７
５
４
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
の
構
成
は
町
税
や
使
用
料
な
ど
、
町

が
独
自
に
確
保
し
て
い
る
自
主
財
源
の
割
合
が
25
・

２
％
、
地
方
交
付
税
や
国
・
道
か
ら
の
交
付
金
な
ど

の
依
存
財
源
の
割
合
が
74
・
８
％
と
な
り
ま
し
た
。

歳出決算
105億4,751万円

民生費
201,594

総務費
285,991

公債費
110,783

土木費
152,419

教育費
74,733

衛生費
95,992

消防費
33,096

労働費　　     815

議会費　　 6,323

諸支出金　 2,751
災害復旧費  4,866

商工費　   28,468
農林
水産業費
56,920

差引額　約　億 2,634 万円3

【問い合わせ】経営企画課行政経営グループ　☎ 73-7503

　

特
別
会
計
は
特
定
の
事
業
目
的
の
た
め
に

一
般
会
計
と
区
分
し
た
会
計
で
、
町
に
は
６

つ
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

1
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

町
民
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
保
険
給

付
を
行
い
、医
療
保
障
の
充
実
に
努
め
ま
し
た
。　

2
北
海
道
介
護
福
祉
学
校
特
別
会
計

　

社
会
情
勢
な
ど
に
よ
り
入
学
者
数
は
定
員

数
に
満
た
な
い
も
の
の
、
介
護
福
祉
士
人
材

の
求
人
数
は
堅
調
で
開
校
以
来
34
年
連
続
就

職
率
１
０
０
％
を
達
成
し
ま
し
た
。

3
介
護
保
険
特
別
会
計

　

要
支
援
者
・
要
介
護
者
が
能
力
に
応
じ
、

自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
保
険
給
付
を
行
っ
た
ほ
か
、
介
護
予
防

を
推
進
し
ま
し
た
。

4
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

高
齢
者
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
、
資

格
管
理
の
窓
口
事
務
な
ど
を
行
い
、
健
全
な

医
療
給
付
を
進
め
ま
し
た
。

5
住
宅
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
朝
日
４
丁
目
住
宅
団
地
（
第
４

期
）
の
管
理
・
販
売
促
進
の
ほ
か
、
令
和
5

年
度
よ
り
分
譲
予
定
の
中
里
住
宅
団
地
の
設

計
を
行
い
ま
し
た
。

6
工
業
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
第
４
工
業
団
地
の
管
理
・
販
売

促
進
の
ほ
か
、
令
和
5
年
度
よ
り
分
譲
予
定

の
第
５
工
業
団
地
の
設
計
を
行
い
ま
し
た
。

会計名 歳入决算額 歳出决算額 差　引
1国民健康保険特別会計 14 億 5,329 万円　　　　　　14 億 4,696 万円　　　　　　 633 万円
2北海道介護福祉学校特別会計 1 億 442 万円 1 億 422 万円 20 万円
3介護保険特別会計 13 億 7,918 万円 13 億 1,955 万円 5,963 万円
4後期高齢者医療特別会計 2 億 5,364 万円 2 億 5,278 万円 86 万円
5住宅団地造成事業特別会計 3,506 万円 2,532 万円 974 万円
6工業団地造成事業特別会計 5,028 万円 5,019 万円 9 万円

合　計 32 億 7,587 万円 31 億 9,902 万円 7,685 万円

収益的収支 決算額
収入額 6 億 6,048 万円
支出額 5 億 2,633 万円
差引 1 億 3,415 万円

資本的収支 決算額
収入額 1 億 6,185 万円
支出額 4 億 6,688 万円
差引 △ 3 億 503 万円

2下水道事業会計

　

水
道
事
業
と
下
水
道
事
業
は
、
企
業

の
経
営
成
績
、
財
政
状
況
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、企
業
会
計
方
式
を
採
用
し
、

事
業
に
必
要
な
経
費
は
、
経
営
に
伴
う

収
入
（
上
・
下
水
道
料
金
）
を
も
っ
て

充
て
る
と
い
う
独
立
採
算
制
を
原
則
に

経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

1
水
道
事
業
会
計

　

水
を
作
り
、
家
庭
な
ど
に
届
け
る
た

め
の
経
費
（
収
益
的
収
支
）
で
は
、
差

引
約
１
０
５
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

浄
水
場
の
設
備
更
新
や
配
水
管
の
整
備

な
ど
の
経
費
（
資
本
的
収
支
）
で
は
約

１
億
７
７
１
４
万
円
の
不
足
と
な
り
ま

し
た
。

2
下
水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
管
や
下
水
道
管
理
セ
ン
タ
ー

の
維
持
管
理
に
必
要
な
経
費
（
収
益
的

収
支
）
で
は
、
差
引
約
１
億
３
４
１
５

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
下
水
道
管
理
セ

ン
タ
ー
の
設
備
更
新
な
ど
の
経
費
（
資

本
的
収
支
）
で
は
約
３
億
５
０
３
万
円

の
不
足
と
な
り
ま
し
た
。

　　

各
会
計
の
不
足
額
は
、
収
益
的
支
出

の
う
ち
現
金
の
支
出
を
必
要
と
し
な
い

費
用
に
よ
っ
て
生
じ
た
資
金
（
損
益
勘

定
留
保
資
金
な
ど
）で
補
填
し
ま
し
た
。

収益的収支 決算額
収入額 3 億 7,057 万円
支出額 3 億 6,000 万円
差引 1,057 万円

資本的収支 決算額
収入額 1 億 3,065 万円
支出額 3 億 779 万円
差引 △ 1 億 7,714 万円

1水道事業会計

決決    算算    報報    告告
令和4年度

※単位：万円
（万円単位にそろえているた

め端数が合わない場合あり）

特別会計

企業会計

一般会計

●大切な税金の使い道をお知らせします●大切な税金の使い道をお知らせします
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令和 4年度事業実施結果の一部を紹介 -栗山町第 6次総合計画の主要施策より
防災訓練の実施と、町民の防災知
識の啓発を推進します。

北
海
道
介
護
福
祉
学
校
オ
ー
プ
ン

キ
ャ
ン
パ
ス
の
実
施

冬
季
避
難
所
開
設
訓
練
の
実
施

5252千円千円 100,742100,742千円千円

学校経営改善を着実に推進し、優
秀な介護福祉士を輩出します。

計画事業
51

計画事業
15

※栗山町第６次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名（略称）、決算額および計画事業に関連した写真を掲載しています。

あ
た
ま
イ
キ
イ
キ
教
室
の
実
施

自
然
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

22,43422,434千円千円 8,5338,533千円千円

高齢者が要介護状態にならないよ
う、介護予防事業を推進します。

計画事業
101

計画事業
65

賑わいにあふれ魅力ある商店街づく
りを推進します。

ま
ち
な
か
レ
ス
ト
ラ
ン
の
実
施

15,76915,769千円千円

計画事業
122

栗山の特性を生かした良質な農産物
の生産を推進します。

農
業
機
械
導
入
の
支
援

133,040133,040千円千円

計画事業
112

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
局
開
設
に
向
け

た
Ｐ
Ｒ
イ
ベ
ン
ト
の
実
施

コミュニティ放送により、町民と
の情報共有手段の充実を図ります。

計画事業
186

13,34913,349千円千円

整
備
し
た
栗
山
駅
南
交
流
拠
点
施
設

「
栗
山
煉
瓦
創
庫
く
り
ふ
と
」

新町地区の再開発整備事業に取り
組みます。

計画事業
152

403,866403,866千円千円

ふるさと自然体験教育の推進と拠点
施設の利活用を図ります。

　

今
月
号
に
掲
載
し
た
決
算
概
要
の

ほ
か
、
栗
山
町
第
６
次
総
合
計
画
に

基
づ
き
令
和
4
年
度
に
実
施
し
た
主

要
施
策
の
成
果
、
ま
ち
の
財
政
状
況

な
ど
、
よ
り
具
体
的
な
決
算
内
容
を

ま
と
め
た
冊
子
「
グ
ラ
フ
と
写
真
で

み
る
、
ま
ち
の
決
算
と
財
政
状
況
」

を
作
成
し
ま
し
た
。

　

冊
子
は
、
左
記
の
施
設
窓
口
に
配

置
し
て
い
る
ほ
か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
で
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ

ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◆
役
場
新
庁
舎
１
階
ロ
ビ
ー

◆
Ｅ
ｋ
ｉ

◆
し
ゃ
る
る

◆
改
善
セ
ン
タ
ー

◆
南
部
公
民
館

◆
図
書
館

　
「
財
政
健
全
化
法
」
と
は
、
財
政
の
健
全

性
を
示
す
左
記
の
指
標
を
導
入
し
、
再
建
の

枠
組
み
を
定
め
た
法
律
で
す
。
町
で
は
、
計

画
的
か
つ
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
ま

す
が
、
実
質
公
債
費
比
率
の
状
況
は
依
然
と

し
て
全
道
平
均
を
上
回
っ
て
お
り
、
厳
し
い

財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況

指　標 (%) 指標の説明 比率
（R4決算）

全道平均
（R3決算）

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質公債費比率

一般会計が負担す
る元利償還金など
の標

※
準財政規模に

対する比率

8.3 6.9 25.0 35.0

将来負担比率

一般会計が将来負
担すべき実質的な
負債の標準財政規
模に対する比率

25.6 26.7 350.0  

　この指標のほかにも「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「資本不足比率」の指標
がありますが、全ての会計が黒字決算で比率が生じていないため省略しています。
※標準財政規模とは、標準税収入額などに普通交付税を加算した額です。

単位：億円

　  平成30年度 　  令和元年度 　  令和2年度 　  令和4年度

9.4

　    令和3年度
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   12.2

   10.0

   15.0

   10.1

   17.5
   20.0

   21.1
   25.0

　

安
定
し
た
財
政
運
営
を
進
め

る
た
め
の
貴
重
な
財
源
と
し

て
、
決
算
に
伴
う
余
剰
金
の
一

部
や
、
寄
附
金
な
ど
を
原
資
と

し
て
積
み
立
て
た
基
金
の
年
度

末
残
高
は
、
一
般
会
計
分
で
約

21
億
９
８
０
万
円
に
な
り
、
前

年
度
比
で
約
３
億
５
８
９
７
万

円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
令
和
４
年
度
に
お
け

る
取
崩
額
は
約
２
億
４
３
５
６

万
円
、
積
立
額
は
約
６
億
２
５

３
万
円
で
す
。

　

町
債
（
町
の
借
入
金
）
に
は
、

毎
年
の
財
源
負
担
を
平
均
化
す

る
役
割
と
、
現
在
と
将
来
の
町

民
負
担
を
公
平
に
す
る
役
割
が

あ
り
、
町
で
は
財
政
状
況
を
悪

化
さ
せ
な
い
よ
う
、
栗
山
町
第

６
次
総
合
計
画
や
行
財
政
改
革

推
進
計
画
な
ど
に
基
づ
き
、
計

画
的
な
借
り
入
れ
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　

町
債
の
年
度
末
残
高
は
、
全

会
計
分
で
約
１
５
２
億
８
５
２

万
円
と
な
り
、
前
年
度
比
で
約

８
０
２
４
万
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

単位：億円
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　  平成30年度 　  令和元年度 　  令和2年度 　  令和4年度　    令和3年度

   170

詳
し
い
情
報
は

詳
し
い
情
報
は

別
冊
資
料
を
ご
覧
く
だ
さ
い

別
冊
資
料
を
ご
覧
く
だ
さ
い

ホームページは
こちら

基金残高の推移 ( 一般会計）町債残高の推移（全会計）


